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Ⅵ 職場の安全と使用者責任

１ 労働安全衛生法の仕組み
労働安全衛生法（安衛法）は、労基法と相まって、労働災害（労災）の防止のた

めの危害防止基準の確立、責任体制の明確化及び自主的活動の促進の措置を講ずる
等その防止に関する総合的計画的な対策を推進することにより職場における労働者
の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進することを目的と
しています。同法は、労災防止のための安全衛生管理体制と安全衛生の基準とを二
本柱にしています。

【安全衛生管理体制】
事業者は、事業場の業種と規模に応じて、安全衛生に関する業務を総括管理する

総括安全衛生管理者（安衛法 10 条）、その下で安全に関する事項を管理する安全管
理者（安衛法 11 条）、衛生に関する事項を管理する衛生管理者（安衛法 12 条）を
選任しなければなりません。

10 人以上 50 人未満の小規模事業場では安全衛生推進者、又は衛生推進者を選任
しなければなりません（安衛法 12 条の２）。労働者 50 人以上の事業場では産業医
の選任が必要です（安衛法 13 条）。また、事業場内の危険有害な作業区分ごとに作
業主任者の選任が必要です（安衛法 14 条）。

そして、一定の業種で一定の規模以上（業種により 50 人以上の場合と、100 人
以上の場合とがある）の事業場では、安全に関する事項を調査・審議し、事業者に
意見を述べる安全委員会を設置しなければなりません（安衛法 17 条）。

また､ 業種を問わず 50 人以上の事業場では､ 衛生に関する事項を調査・審議して、
事業者に意見を述べる衛生委員会を設置しなければなりません（安衛法 18 条）。

安全委員会を設置しなければならない事業場では、衛生委員会も設置しなければ
ならないため、各委員会の設置に代えて安全衛生委員会を設置することができます

（安衛法 19 条）。
これらの委員会の委員の半数については、当該事業場の従業員の過半数代表者の

推薦により指名しなければなりません（安衛法 17 条３～５項、18 条４項、19 条４項）。

【安全衛生の基準】
安衛法は、使用者に対して「危険・健康障害防止措置」（安衛法 20 条～ 25 条の２）

を講じることを求めています。安衛法の中心的部分です。
使用者は、①機械・器具その他の設備による危険、②爆発性・発火性・引火性の

物などによる危険、③電気・熱その他のエネルギーによる危険を防止するために必
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要な措置を講じなければなりません（安衛法 20 条）。
また、作業場については、通路・床面・階段等の保全並びに換気・採光・照明・保温・

防湿・休養・避難及び清潔に必要な措置その他労働者の健康・風紀及び生命の保持
のため必要な措置を講じなければなりません（安衛法 23 条）。これらの具体的な基
準は安全衛生規則その他の特別規則に委ねられています。

さらに、安衛法は「機械等並びに危険物及び有害物に関する規制」（第５章）、下
記の安全衛生教育その他「労働者の就業に当たっての措置」（第６章）、健康診断そ
の他「健康の保持増進のための措置」（第７章）を使用者に求めています。

また、労働者の疲労回復のための措置等「快適な職場環境の形成のための措置」（第
７章の２）を努力義務にしています。

２ 安全衛生教育と健康診断
多くの事業場で日常的に行われる最も一般的な安全衛生対策として、安全衛生教

育と健康診断が挙げられます。

【安全衛生教育】
使用者は、労働者を雇い入れたとき、又は作業内容を変更したときは安全衛生教

育を行わなければなりません（安衛法 59 条１項、２項）。
安全教育の内容は、①機械・原材料等の危険・有害な物の取扱い方法、②安全措置・

有害物質抑制装置・保護具の性能や取扱い方法、③作業手順、④作業開始時の点検、
⑤当該業務に関して発生するおそれのある疾病の原因・予防、⑥整理・整頓・清潔
保持に関すること、⑦事故時の応急措置・退避に関すること、⑧その他当該業務に
関する安全・衛生に必要な事項です（労働安全衛生規則（安衛則）35 条１項）。

また、危険又は有害な業務で、一定のものに労働者を就かせるときは省令で定め
るところにより、当該業務に関する安全又は衛生のための特別の教育を行なわなけ
ればなりません（安衛法 59 条３項）。

【健康診断】
使用者は、常時使用する労働者を雇い入れるときは、当該労働者に健康診断を行

わなければなりません。また、常時使用する労働者に対しては、１年以内ごとに１回、
健康診断を行わなければなりません。さらに、有害業務（深夜業に従事する場合も
これに含まれます）に常時従事する労働者に対しては、配置換えの際及び６か月以
内ごとに１回健康診断を行わなければなりません（安衛法 66 条）。
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【長時間労働者等に対する医師による面接指導】
①  時間外労働が月 80 時間を超え疲労の蓄積が認められる長時間労働者ついて、

使用者は、本人の申出により、医師の面接指導を実施しなければなりません（安
衛法 66 条の８、安衛則 52 条の２第１項）。使用者は、時間外労働が月 80 時
間を超えた労働者に対し、その超えた時間についての通知を行わなければなり
ません（安衛則 52 条の２第３項）。この通知は、疲労の蓄積が認められる労働
者の面接指導の申出を促すものであり、労働時間に関する情報のほか、面接指
導の実施方法・時期等の案内を併せて行うことが望ましいとされています（平
30.12.28 基発 1228 第 16 号）。

②  新技術・新商品・新役務の研究開発業務従事者については、時間外・休日労働
時間が１月当たり 100 時間を超えたものに対して、当該労働者の申出なしに面
接指導を行わなければなりません（安衛法 66 条の８の２、安衛則 52 条の７の
２）。時間外・休日労働時間が１月当たり 100 時間を超えた場合に、事業者は、
対象労働者に対して、労働時間に関する情報を、面接指導の案内と併せて通知
する必要があります（安衛則 52 条の７の２第２項）。  
　また、時間外・休日労働時間が１月当たり 100 時間を超えない場合であって
も、当該超えた時間が 80 時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められた場合に
は、上記の安衛法第 66 条の８第１項の規定により、面接指導の対象となるため、
当該労働者から面接指導の申出があれば、事業者は、面接指導を行わなければ
なりません（平 30.12.28 基発 1228 第 16 号）。

③  高度プロフェッショナル制度の適用対象者（４章参照）について、週 40 時間
超えの健康管理時間が月 100 時間を超えた場合、使用者は医師による面接指導
を実施しなければなりません（安衛法 66 条の８の４）。

④  また、①から③に該当しなくても、事業者は、長時間にわたる労働により疲労
の蓄積が認められ又は労働者自身が健康に不安を感じた労働者であって申出を
行った労働者及び事業場で定めた基準に該当する労働者に対して、面接指導に
準ずる措置等必要な措置を行うよう努めなければなりません（安衛法66条の９）。

【メンタルヘルス対策】
職業生活において、過重労働や人間関係から強い不安やストレスを感じる労働者

がおよそ６割（58.0％）に上るといわれています（厚生労働省「平成 30 年労働安
全衛生調査（実態調査）」）。

そこで国は、安衛法 70 条の２に基づき「健康保持増進のための指針」として、「労
働者の心の健康保持増進のための指針（メンタルヘルス指針）｣（平 18.3.31 基発第
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0331001 号、平成 27 年 11 月 30 日改正）を定めて、メンタルヘルスケアを推進し
ています。
「メンタルヘルス指針」は、メンタルヘルスケアの推進のためには、「セルフケア」、

労働者と日常的に接する管理監督者が行う「ラインによるケア」、「事業場内産業保
健スタッフ等によるケア」及び「事業場外資源によるケア」の４つのケアを、継続
的かつ計画的に実施することが基本であるとし、そのための具体的な方策として、
①メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・情報提供、②職場環境等の把握
と改善、③メンタルヘルス不調への気付きと対応、④職場復帰における支援を掲げて、
その実施を推進しています。使用者は、これらについて積極的に対応することが望
まれます。

【ストレスチェック等の実施義務】
事業者は、常時使用する労働者に対して、医師、保健師等による心理的な負担の

程度を把握するための検査（ストレスチェック）を実施することが義務付けられて
います（安衛法 66 条の 10）。ただし、労働者数 50 人未満の事業場は、当分の間は
努力義務とされます。

このストレスチェックの検査結果は、検査を実施した医師等から直接本人に通知
され、本人の同意なく事業者に提供されることは禁止されます。結果、一定の要件
に該当する労働者から申出があった場合、医師による面接指導を実施することが事
業者の義務となります。そして、面接指導の結果に基づき、医師の意見を聴き、必
要に応じ就業上の措置を講ずることが事業者に義務づけられています。

【労働者の心身の状態に関する情報の取扱い】
事業者は、医師等による健康診断、医師による面接指導、医師等による心理的な

負担の程度を把握するための検査の結果等から、必要な労働者の心身の状態に関す
る情報を取得し、労働者の健康と安全を確保することが求められていますが、こう
した労働者の心身の状態に関する情報には、労働者にとって機微な情報も含まれま
す。事業者は、労働者の心身の状態に関する情報を収集し、保管し、又は使用する
に当たっては、労働者の健康の確保に必要な範囲内で労働者の心身の状態に関する
情報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内で適正にこれを保管し、及び使用し
なければなりません（平成 31 年４月１日施行。じん肺法第 35 条の３第１項から第
４項まで及び安衛法第 104 条第１項から第４項まで並びに新じん肺法施行規則第
33 条及び安衛則第 98 条の３）。このため「労働者の心身の状態に関する情報の適正
な取扱いのために事業者が講ずべき措置に関する指針」（平成 30 年９月７日公示第
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１号）が策定されています。

３ 使用者の安全配慮義務・受動喫煙の防止
【安全配慮義務の意義と内容】

使用者は、労基法や安衛法を遵守するとともに、労働契約上の付随的義務として、
労働者の生命、身体等を危険から保護するよう配慮すべき義務としての安全配慮義
務を負っています（労契法５条）。

この安全配慮義務は、請負契約を結んで業務の一部を外注化（アウトソーシング）
している場合にも、下請労働者に対して安全配慮義務を負います。例えば、建設現
場において下請会社の作業員の業務中の事故に対して元請会社の安全配慮義務違反
が問われることがあります。

安全配慮義務の内容は、労働者の生命・身体を危険から保護するために、物的設
備を整備すること、人的組織を適切に配備・運営すること、安全衛生教育の遂行や
業務を適切に指示すること、さらには安全衛生法令の実施義務などを含むものと考
えられます。

また、労災事故による傷病・障害・死亡や職業病の発症等について、使用者に上
記の義務違反が認められるときには、労働契約上の安全配慮義務違反、債務不履行

（民法 415 条）、不法行為責任（民法 709 条等）に基づき損害賠償を請求されること
があります。

【受動喫煙の防止】
安衛法では、事業主は、室内又はこれに準ずる環境下で労働者の受動喫煙を防止

するため、事業者及び事業場の実情に応じ適切な措置を講ずること（受動喫煙防止
措置）が努力義務とされています（安衛法 68 条の２）。

さらに、平成 30 年７月 25 日に公布された「健康増進法の一部を改正する法律」
（2019 年１月 24 日以降、数次に分けて段階的に施行し、2020 年４月１日に全面施行）
によって、国、地方公共団体、施設等の管理権原者等のそれぞれについて受動喫煙
防止措置が義務付けられるようになりました。事業者は、「望まない受動喫煙」をな
くすという観点から、施設の類型・場所ごとに、主たる利用者の違いや、受動喫煙
が他人に与える健康影響の程度に応じ、禁煙措置や喫煙場所の特定を行うとともに、
掲示の義務付けなどの対策を講ずることとされています。その際、既存の飲食店の
うち経営規模が小さい事業者が運営するものについては、事業継続に配慮し、必要
な措置を講ずるものとされました。
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なお、東京都においては、東京都受動喫煙防止条例が平成 31 年１月１日から一部
施行されています。これは屋内での受動喫煙による健康影響を未然に防止し、誰も
が快適に過ごせる街を実現するために、都独自の新しいルールとなっています（2020
年４月１日に全面施行）。

４ パワーハラスメントの防止と使用者の責任
使用者にとって、職場におけるパワーハラスメントの防止対策は、今日重要な課

題となっています。このことは、東京都の労働相談において「職場の嫌がらせ」を
はじめとする「人間関係」に関するものが増加傾向にあり、相談件数に占める割合
が 30％弱になっていることにも示されています。パワーハラスメントの防止対策は、
今や使用者にとって必要不可欠となっています。

平成 31 年第 198 回通常国会において、パワーハラスメント防止措置を含む労働
施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律
の一部改正案が成立しました。セクシュアルハラスメントやマタニティハラスメン
トと同様に、事業主は、パワーハラスメント防止措置を講ずること、相談窓口等の
設置の義務付け、相談したことを理由とする不利益取扱の禁止等が定められました。

職場のパワーハラスメントとは、①優越的な関係を背景とした言動であって、②業
務上必要かつ相当の範囲を超えたものにより、③労働者の就業環境が害されるもの、
の３つの要素を満たすものとされています。具体的な行為の例は「事業主が職場にお
ける優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措
置等についての指針（令和 2.1.15 厚労告５号）」と次ページの表を参照してください。

パワーハラスメントは、被害者だけでなく、加害者、そして使用者にとっても損
失が大きく、その影響は後々まで残ります。加害者は、不法行為責任（民法 709 条）
を問われますし、使用者は、加害者の不法行為について、使用者責任（民法 715 条）
が問われ、加害者とともに被害者に賠償責任を負うことになります。さらに、使用
者は、労働者に対し労働契約上の安全配慮義務を負うことから（労契法５条）、職場
のパワーハラスメントを予防する義務を負うと解されます。この義務を怠った場合
には、債務不履行責任（民法 415 条）が問われることになります。従って、使用者は、
職場のパワーハラスメントを許さないことを示し、パワーハラスメントの防止の重
要性を従業員に教育し、また、実態を把握し、問題があったときに迅速適正に解決
できる仕組みを整備する必要があります。
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該当すると考えられる例 該当しないと考えられる例

身体的な攻撃
（暴行・傷害）

①殴打、足蹴りを行うこと。
②相手に物を投げつけること。

①誤ってぶつかること。

精神的な攻撃
（脅迫・名誉毀損・
侮辱・ひどい暴言）

①�人格を否定するような言動を行うこ
と。相手の性的指向・性自認に関す
る侮辱的な言動を行うことを含む。
②�業務の遂行に関する必要以上に長時
間にわたる厳しい叱責を繰り返し行
うこと。
③�他の労働者の面前における大声での
威圧的な叱責を繰り返し行うこと。
④�相手の能力を否定し、罵倒するよう
な内容の電子メール等を当該相手を
含む複数の労働者宛てに送信するこ
と。

①�遅刻など社会的ルールを欠いた言動
が見られ、再三注意してもそれが改
善されない労働者に対して一定程度
強く注意をすること。
②�その企業の業務の内容や性質等に照
らして重大な問題行動を行った労働
者に対して、一定程度強く注意をす
ること。

人間関係からの
切り離し
（隔離・仲間外し・
無視）

①�自身の意に沿わない労働者に対し
て、仕事を外し、長期間にわたり、
別室に隔離したり、自宅研修させた
りすること。
②�一人の労働者に対して同僚が集団で
無視をし、職場で孤立させること。

①�新規に採用した労働者を育成するた
めに短期間集中的に別室で研修等の
教育を実施すること。
②�懲戒規定に基づき処分を受けた労働
者に対し、通常の業務に復帰させる
ために、その前に、一時的に別室で
必要な研修を受けさせること。

過大な要求
（業務上明らかに
不要なことや遂行
不可能なことの
強制、仕事の妨害）

①�長期間にわたる、肉体的苦痛を伴う
過酷な環境下での勤務に直接関係の
ない作業を命ずること。
②�新卒採用者に対し、必要な教育を行
わないまま到底対応できないレベル
の業績目標を課し、達成できなかっ
たことに対し厳しく叱責すること。
③�労働者に業務とは関係のない私的な
雑用の処理を強制的に行わせること。

①�労働者を育成するために現状よりも
少し高いレベルの業務を任せるこ
と。
②�業務の繁忙期に、業務上の必要性か
ら、当該業務の担当者に通常時より
も一定程度多い業務の処理を任せる
こと。

過小な要求
（業務上の合理性
なく、能力や経験
とかけ離れた程度
の低い仕事を
命じることや仕事
を与えないこと）

①�管理職である労働者を退職させるた
め、誰でも遂行可能な業務を行わせ
ること。
②�気にいらない労働者に対して嫌がら
せのために仕事を与えないこと。

①�労働者の能力に応じて、一定程度業
務内容や業務量を軽減すること。

個の侵害
（私的なことに
過度に立ち入る
こと）

①�労働者を職場外でも継続的に監視し
たり、私物の写真撮影をしたりする
こと。
②�労働者の性的指向・性自認や病歴、
不妊治療等の機微な個人情報につ
いて、当該労働者の了解を得ずに
他の労働者に暴露すること。（機微
な個人情報を暴露することのないよ
う、労働者に周知・啓発する等の措
置を講じることが必要である）

①�労働者への配慮を目的として、労働
者の家族の状況等についてヒアリン
グを行うこと。
②�労働者の了解を得て、当該労働者の
性的指向・性自認や病歴、不妊治療
等の機微な個人情報について、必要
な範囲で人事労務部門の担当者に伝
達し、配慮を促すこと。
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